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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【総 論】

「京都市財政改革有識者会議」から平成22年10月にいただいた「京都市の財政改革に関する提言～低成長，少子高齢化時代にふさわしい財

政運営の考え方～」（以下，財政改革に関する提言）を踏まえ，平成23年度の予算編成において，局横断的な配分枠を設けるなど，一部を反映

させた。今後は，財政改革に関する提言を基に財政運営の目標と具体的取組を定めた改革実行計画を策定し，公債償還基金の取り崩しなど

の特別の対策に依存しない，持続可能な財政運営の確立を目指す。

【人件費】

職員数の削減など行財政改革の取組により，経常収支比率の人件費は，前年度と比べて減少したが，類似団体と比較して，依然として高い状

況にある。「京都未来まちづくりプラン」（20年度～23年度）に掲げた職員数の削減（平成23年度までに1,300人）を23年度予算では，それを上回

る削減を実施した。今後は，財政改革に関する提言を踏まえ，職員数の削減や時間外勤務の縮減等に努め，更なる総人件費の抑制に努めて

いく。

【物件費】

これまでから委託料の適正化等に取り組んできたことにより，物件費に係る経常収支比率が類似団体の平均を下回っている。今後も引き続き，

抑制に努めていく。

【扶助費】

類似団体に比べ高い要因として，生活保護費，保育所運営費等が挙げられる。生活保護については，高齢化率が高く，保育所運営費について

は，保育所数に占める民間設置箇所数の割合が高いことが主な要因である。主に国制度に基づく事業が多いため，見直しには限界があるが，

今後，運用面における課題がないか点検を行う必要がある。なお，生活保護については，23年度より専門チームを設置し，不正受給対策に取

り組む。

【公債費】

人口1人当たりの決算額は，類似団体平均を下回っているが，将来の財政の硬直化を招かないようにする必要がある。財政改革に関する提言

を踏まえ，市債の発行額を縮減するため，投資的経費の抑制に努めていく。

【補助費等】

これまでから補助金の適正化に取り組んできたことにより，類似団体平均を下回っている。21年度決算より「京都市補助金等の交付等に関する

条例」に基づき，交付状況を公開している。今後も本市外郭団体等に対する補助金の見直しなどに引き続き取り組む。

【普通建設事業費】

人口1人当たり決算額について，平成18年度は焼却灰溶融施設整備や道路基盤整備等により増加したものの，平成19年度以降は投資的経費
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る削減を実施した。今後は，財政改革に関する提言を踏まえ，職員数の削減や時間外勤務の縮減等に努め，更なる総人件費の抑制に努めて

いく。

【物件費】

これまでから委託料の適正化等に取り組んできたことにより，物件費に係る経常収支比率が類似団体の平均を下回っている。今後も引き続き，

抑制に努めていく。

【扶助費】

類似団体に比べ高い要因として，生活保護費，保育所運営費等が挙げられる。生活保護については，高齢化率が高く，保育所運営費について

は，保育所数に占める民間設置箇所数の割合が高いことが主な要因である。主に国制度に基づく事業が多いため，見直しには限界があるが，

今後，運用面における課題がないか点検を行う必要がある。なお，生活保護については，23年度より専門チームを設置し，不正受給対策に取

り組む。

【公債費】

人口1人当たりの決算額は，類似団体平均を下回っているが，将来の財政の硬直化を招かないようにする必要がある。財政改革に関する提言

を踏まえ，市債の発行額を縮減するため，投資的経費の抑制に努めていく。

【補助費等】

これまでから補助金の適正化に取り組んできたことにより，類似団体平均を下回っている。21年度決算より「京都市補助金等の交付等に関する

条例」に基づき，交付状況を公開している。今後も本市外郭団体等に対する補助金の見直しなどに引き続き取り組む。

【普通建設事業費】

人口1人当たり決算額について，平成18年度は焼却灰溶融施設整備や道路基盤整備等により増加したものの，平成19年度以降は投資的経費

の抑制を進めたことにより，減少してきている。類似団体の平均を下回っているものの，今後も厳しい財政運営が予想されることから，財政改革

に関する提言を踏まえ，引き続き，投資的経費の抑制に取り組んでいく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 121,966,223 88,069 71,426 23.3
賃金（物件費） 1,499,719 1,083 1,699 ▲ 36.3
一部事務組合負担金（補助費等） 4,810 3 44 ▲ 93.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 4,056,244 2,929 1,964 49.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 42 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 4,424,941 3,195 1,955 63.4
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 1,165,809 842 1,502 ▲ 43.9
▲退職金 ▲ 12,700,728 ▲ 9,171 ▲ 8,853 3.6
合計 120,417,018 86,950 69,779 24.6

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 京都府 京都市

人口1人当たり決算額
(円)

60 000

70,000

80,000

90,000

100,000

当該団体値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

似 体 値

93,068

69,779

86,950

合計 , , , ,

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.30 7.05 1.25
ラスパイレス指数 100.0 101.5 ▲ 1.5

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

51,564,266 37,233 39,334 ▲ 5.3

積立不足額を考慮して算定した額 13,781,403 9,951 5,041 97.4
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

36,211,390 26,147 18,870 38.6

当該団体決算額
（千円）
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（年度割相当額）
公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 24,761,431 17,880 15,786 13.3
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 251 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

522,042 377 1,214 ▲ 68.9

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

56,654 41 33 24.2

▲特定財源の額 ▲ 25,400,322 ▲ 18,341 ▲ 16,798 9.2
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 59,541,118 ▲ 42,993 ▲ 37,199 15.6

合計 41,955,746 30,295 26,532 14.2

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 京都府 京都市

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

83,206,371 59,743 ▲ 8.1 61,674 ▲ 8.7 0.6

うち単独分 57,938,461 41,600 ▲ 4.1 38,671 ▲ 4.1 0.0

88,716,040 63,843 6.9 60,601 ▲ 1.7 8.6

うち単独分 57 876 229 41 650 0 1 36 072 ▲ 6 7 6 8

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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（円）
人口1人当たり決算額の推移

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 京都府 京都市

うち単独分 57,876,229 41,650 0.1 36,072 ▲ 6.7 6.8

77,760,381 56,026 ▲ 12.2 59,665 ▲ 1.5 ▲ 10.7

うち単独分 54,476,859 39,250 ▲ 5.8 36,304 0.6 ▲ 6.4

76,897,770 55,446 ▲ 1.0 56,795 ▲ 4.8 3.8

うち単独分 53,199,722 38,359 ▲ 2.3 32,946 ▲ 9.2 6.9

75,042,978 54,187 ▲ 2.3 55,769 ▲ 1.8 ▲ 0.5

うち単独分 50,409,265 36,399 ▲ 5.1 31,551 ▲ 4.2 ▲ 0.9

過去５年間平均 80,324,708 57,849 ▲ 3.3 58,901 ▲ 3.7 0.4

うち単独分 54,780,107 39,452 ▲ 3.4 35,109 ▲ 4.7 1.3
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当該団体値 類似団体平均値


